
令和６年２月
経済産業省  中小企業庁
事業環境部  取引課

労務費の適切な転嫁のための
価格交渉に関する指針

説明会資料



• 政府が目指す「成長と分配の好循環」において、賃上げは重要な政策の柱。しかし、1人当たりの実質賃金の伸
びは、過去30年近く他の先進国に比して低水準で推移。

• 2023年度は、物価高騰や人手不足等を背景に、従業員300人未満の企業における春闘賃上げ率が、1994
年度以来の伸びとなる3.23％を記録（大企業含めた全体は3.58％）。

• 今後も物価高、人手不足が見込まれる中、「物価高に負けない賃上げ」を継続的に実現することが不可欠。 安
定的に賃上げ原資が確保できるよう、生産性向上と、価格転嫁・取引適正化の推進が肝要。

中小企業の賃上げの現状
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＜１人当たり実質賃金の推移＞
(1991年＝100)

＜春闘賃上げ率の推移＞
(従業員300人未満)

（出所）日本労働組合総連合会「2023春季生活闘争まとめ
を基に経済産業省作成。

（資料）総務省「消費者物価指数」を基に経済産業省作成
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岸田総理発言
・ 第１に、経済界の皆さんには今年の春季労使交渉において、物価動向を重視し、

昨年を上回る水準の賃上げをお願いいたします。・・・

・ 第２に、・・・我が国全体で賃金を引き上げていくためには、全従業員数の７割が

働く、中小企業・小規模企業における賃金引き上げが不可欠です。そのためには、

労務費の価格転嫁を通じて、賃上げの原資を確保することが鍵になります。 政府

としては、賃上げ税制の拡充や、・・・省力化投資補助金などの賃上げ促進策を実

行に移すとともに、労務費の価格転嫁対策に全力で取り組みます。

・ 昨年末に決定した「労務費指針」に定めた１２の行動指針に沿った行動の徹底

を産業界に強く要請するとともに、独占禁止法等に基づく厳正な対処を行います。

適正な価格転嫁を我が国の新たな商習慣として中小企業間を含めて、サプライ

チェーン全体で定着させます。 このため、合計１８７３の業界団体に対し、指針

の徹底と取り組み状況のフォローアップを要請しました。さらにコストに占める労務費

の割合が高い、あるいは労務費の転嫁率が低いと言った、特に対応が必要な22業

種については、各団体に対し自主行動計画の策定や、転嫁業況の調査改善を要

請いたします。 フォローアップのため、村井官房副長官をヘッドとして、関係省庁連

絡会議を設置いたします。実行あるのみです。

・ 第３に、医療・福祉・障害福祉分野などの公的価格の引き上げです。・・・

・ 第４に非ホワイトカラー職の賃金の引き上げです。・・・政労使の議論が地方にも波

及していくよう、厚生労働大臣は、経済産業大臣や公正取引委員会委員長と協力

しながら、地方版政労使会議の開催を一層積極的に進めてください。

⚫ 政府と労使の代表による「政労使の意見交換」（第3回）が開催。

⚫ 総理からは「適正な価格転嫁を我が国の新たな商習慣として、中小企業間を含めてサプライチェー
ン全体で定着させる」ための施策等を発言。

（出所）首相官邸HP（2024.1.22）「政労使の意見交換会」

「政労使の意見交換」（1月22日）
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価格交渉促進月間を活用した、価格交渉・転嫁の促進

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁
経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 経済界全体で、価格交渉、価格転嫁を促すため、毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」として設定し、経
済界に周知・依頼（①）。 2021年9月、2022年３月、同年9月、2023年3月、同年９月と、計５回実施。

⚫ 「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、フォローアップ調査を実施（②）。その
結果を踏まえ、

– 「下請中小企業からみた交渉・転嫁の状況」を整理した「企業リスト」を公表。 （③）

– 評価が芳しくない親事業者に対しては、業所管大臣名で経営トップへ指導・助言（過去５回で約90社） （④）

⚫ 親事業者は、調達担当者へ改善を指示（⑤）。

⚫ これを粘り強く継続し、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。
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価格交渉促進月間 フォローアップ調査の概要

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小
企業に対して「①アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

＜2023年９月「月間」におけるフォローアップ調査の設計＞
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① アンケート調査 （2023年10月10日～11月10日）

○調査票配布先 中小企業数   30万社

○回答企業数（11月〆の速報） 35,175社 回収率 11.7%

  （12月〆の確報） 36,102社 回収率 12.0%

（参考：2023年３月調査：17,292社)

② 下請Gメンによるヒアリング調査（2023年10月23日～12月15日）

○ヒアリング件数          約2,000社



価格転嫁率：

45.7％

10割
①16.9%

②16.9%

③9.6%

④19.6%

⑤16.2%

⑥18.5%

⑦2.3%

全く価格できず
or 減額
20.7%
（▲2.8%）

少しでも価格転嫁できた
63.0%
（▲5.0%）

④1割～3割

⑤コストが上昇せず、
 価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

n=44,059

14.3%

④ ①
交渉を希望したが、
行われなかった
7.8％（▲9.3%）

発注企業からの
申し入れにより
交渉が行われた
14.3%（＋6.6%）

コストが上昇せず
価格交渉は不要
16.4％
（＋8.7%） 価格交渉が行われた

58.5%
（▲4.9%）

コストは上昇したが
価格交渉は不要
17.3％（＋5.5%）

n=44,059

コストが上昇せず、
価格転嫁は不要
16.2%
（＋7.8%）

①10割

②7割～9割

③4割～6割

〈価格交渉〉 〈価格転嫁〉

【価格交渉】
⚫ 「発注企業からの申し入れにより、交渉が行われた」企業の割合は、約２倍に増加。価格交渉しや
すい雰囲気は、徐々に醸成されつつあるが、課題も残る（交渉材料が準備できない等）。

【価格転嫁】
⚫ コスト全体の転嫁率は３月時点から微減して45.7％となったものの、「全く転嫁できなかった」または

「減額された」企業の割合は約3ポイント減少。 価格転嫁の裾野は広がりつつあるが、高い転嫁
率を目指す必要。

2023年9月価格交渉促進月間フォローアップ調査結果（対2023年3月調査結果）

（前回）

：47.6％
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2023年9月価格交渉促進月間フォローアップ調査結果（コスト要素別転嫁率）
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価格交渉状況の業種別ランキング（価格交渉に応じた業種）

⚫ 機械製造（2位）、化学（3位）、自動車・自動車部品（6位）、印刷（9位）、広告（17位）は、

3月調査よりも5段階以上、順位が上昇。

順位 2023年3月 順位 2023年9月

１位 造船 １位 造船→

２位 繊維 ２位 機械製造↑↑
３位 食品製造 ３位 化学↑↑
４位 飲食サービス ４位 食品製造↓
５位 建材・住宅設備 ５位 電機・情報通信機器↑
６位 卸売 ６位 自動車・自動車部品↑↑↑
７位 金属 ７位 金属→
８位 電機・情報通信機器 ８位 繊維↓↓
９位 機械製造 ９位 印刷↑↑↑
１０位 紙・紙加工 １０位 卸売↓
１１位 製薬 １１位 鉱業・採石・砂利採取↑↑
１２位 化学 １２位 紙・紙加工↓
１３位 石油製品・石炭製品製造 １３位 石油製品・石炭製品製造→
１４位 小売 １４位 建設↑↑
１５位 廃棄物処理 １５位 電気・ガス・熱供給・水道↑
１６位 鉱業・採石・砂利採取 １６位 小売↓
１７位 情報サービス・ソフトウェア １７位 広告↑↑
１８位 電気・ガス・熱供給・水道 １８位 建材・住宅設備↓↓↓
１９位 建設 １９位 飲食サービス↓↓↓
２０位 自動車・自動車部品 ２０位 金融・保険↑
２１位 印刷 ２１位 情報サービス・ソフトウェア↓
２２位 不動産・物品賃貸 ２２位 トラック運送↑
２３位 金融・保険 ２３位 廃棄物処理↓↓
２４位 広告 ２４位 放送コンテンツ↑
２５位 放送コンテンツ ２５位 通信↑
２６位 トラック運送 ２６位 不動産業・物品賃貸↓
２７位 通信 ２７位 製薬↓↓↓
ー その他 ー その他

質問①
交渉が
行われたか

質問②

発注企業から交渉申
し入れがあったか

質問③
交渉が実現しなかった理由

点数

行われた

申し入れがあった １０点

申し入れが
なかった ８点

行われな
かった

申し入れが
あった

コストが上昇せず、交渉は不要と
判断し、辞退したため

１０点

コストが上昇したが、交渉は不要と
判断し、辞退したため

１０点

コストが上昇したが、発注量減少
や取引停止を恐れ、申し入れを辞
退したため

５点

申し入れが
なかった

コストが上昇せず、価格交渉は不
要と判断し、交渉を申し出なかった
ため

０点

コストが上昇したが、価格交渉は
不要と判断し、交渉を申し出な
かったため

０点

コストが上昇したが、発注量減少
や取引停止を恐れ、交渉を申し出
なかったため。

ー５点

コストが上昇し、交渉を申し出たが、
応じてもらえなかったため。

ー１０点

※ 表中、↑↓→は前回３月調査と比較した結果の上がり下がりを示す。
矢印の数は、3月時点と比較した場合の順位変動幅の大きさを示す。
（例）↑ ：  １～４段階の上昇、 ↑↑：5～９段階 上昇、

 ↑↑↑：10段階以上 上昇
※２ 価格交渉が行われたか、下記の評価方法で回答を点数化し、発注企業

の業種別に集計。（例）家電メーカー（発注者）が、トラック運送業者
（受注者）に運送を委託するケースは、「電機・情報通信機器」に集計。
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価格転嫁 業種別 【前回（本年３月）調査との比較】

2023年3月
コスト増に

対する転嫁率

各要素別の転嫁率

2023年9月
コスト増に
対する転嫁率

※

各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー 労務費 原材料費 エネルギー 労務費

①全体 47.6% 48.2% 35.0% 37.4% ①全体 ↓45.7% ↓45.4% ↓33.6% ↓36.7%

②
業
種
別

1位 石油製品・石炭製品製造 57.0% 50.4% 45.8% 45.8%

②
業
種
別

1位 化学 ↑↑59.7% ↑57.9% ↑45.7% ↑47.1%

2位 卸売 56.9% 55.5% 41.5% 41.7% 2位 食品製造 ↓53.7% ↓52.5% ↓37.6% ↑39.9%

3位 造船 56.1% 60.1% 40.5% 42.1% 3位 電機・情報通信機器 ↓53.4% ↓55.2% ↑37.8% ↑39.9%

4位 食品製造 55.8% 55.2% 39.9% 39.3% 3位 機械製造 ↑53.3% ↓55.5% ↑38.9% ↑39.8%

5位 飲食サービス 55.6% 55.8% 37.3% 41.4% 5位 飲食サービス ↓52.1% ↓47.6% ↓34.0% ↓35.7%

6位 電機・情報通信機器 55.4% 57.1% 36.7% 38.8% 6位 製薬 ↑50.7% ↓49.3% ↓29.4% ↓27.8%

7位 繊維 54.8% 54.5% 38.9% 38.2% 7位 卸売 ↓↓50.5% ↓50.5% ↓35.1% ↓35.6%

8位 小売 53.7% 53.3% 38.3% 39.1% 8位 造船 ↓↓50.2% ↓53.6% ↓40.1% ↓38.3%

9位 化学 53.3% 56.8% 39.6% 39.9% 9位 紙・紙加工 ↓49.2% ↓48.7% ↓33.7% ↓34.2%

9位 建材・住宅設備 53.3% 53.3% 36.5% 37.0% 10位 金属 ↓48.8% ↓50.6% ↓35.2% ↓34.4%

11位機械製造 52.2% 55.7% 36.5% 37.5% 11位 小売 ↓↓48.7% ↓47.3% ↓33.2% ↓35.0%

11位紙・紙加工 52.2% 52.3% 35.9% 35.0% 12位 印刷 ↑↑48.2% ↑49.3% ↑29.7% ↑33.1%

13位金属 50.2% 52.4% 38.0% 36.3% 13位 繊維 ↓↓47.0% ↓43.4% ↓32.0% ↓33.1%

14位廃棄物処理 48.5% 43.6% 35.9% 39.6% 14位 広告 ↑↑↑45.9% ↑40.8% ↓30.9% ↑41.0%

15位製薬 48.4% 52.4% 40.0% 38.4% 15位 建材・住宅設備 ↓↓45.3% ↓47.5% ↓30.6% ↓33.5%

16位不動産・物品賃貸 46.5% 45.0% 36.6% 41.7% 16位 建設 ↑45.1% ↓44.5% ↑35.1% ↑41.2%

17位建設 44.3% 45.4% 35.1% 40.6% 17位 自動車・自動車部品 ↑44.6% ↑51.3% ↑37.8% ↑28.8%

18位電気・ガス・熱供給・水道 43.0% 40.1% 31.5% 37.7% 18位 金融・保険 ↑42.4% ↓40.1% ↓29.0% ↑39.1%

19位印刷 42.3% 41.6% 26.8% 31.3% 19位 石油製品・石炭製品製造 ↓↓↓42.0% ↓46.0% ↓32.1% ↓29.9%

20位自動車・自動車部品 40.7% 47.4% 29.9% 24.3% 20位 電気・ガス・熱供給・水道 ↓41.1% ↑41.4% ↑32.3% ↓37.2%

21位金融・保険 38.9% 41.7% 29.8% 35.3% 21位 鉱業・採石・砂利採取 ↑40.6% ↓38.0% ↑34.6% ↓31.1%

22位鉱業・採石・砂利採取 37.2% 39.2% 34.5% 40.2% 22位 不動産業・物品賃貸 ↓↓39.7% ↓36.5% ↓29.5% ↓35.2%

23位情報サービス・ソフトウェア 36.7% 21.0% 18.0% 45.7% 22位 情報サービス・ソフトウェア ↑39.6% ↑21.9% ↑18.5% ↑46.5%

24位広告 34.0% 36.4% 27.8% 30.8% 24位 廃棄物処理 ↓↓↓34.0% ↓28.0% ↓27.1% ↓27.8%

25位通信 33.5% 33.0% 26.8% 34.8% 25位 通信 ↓32.6% ↑35.2% ↓22.8% ↓31.0%

26位放送コンテンツ 22.7% 24.0% 19.5% 21.8% 26位 放送コンテンツ ↑26.9% ↑28.6% ↑21.1% ↑32.0%

27位トラック運送 19.4% 17.9% 19.4% 18.2% 27位 トラック運送 ↑24.2% ↓17.3% ↑20.7% ↑19.1%

- その他 45.0％ 44.1％ 33.1％ 35.8％ - その他 ↓41.9% ↓40.3% ↓30.9% ↑36.4%

⚫ 化学、自動車・自動車部品等の12業種において、３月時点と比較して転嫁率が上昇。

⚫ 3月調査と同様に、トラック運送、放送コンテンツの転嫁率が低いが、いずれも、3月調査よりは約４ポイント上昇。

※3月時点との変化幅と矢印の数の関係
（例）↑： １～４ポイントの上昇、 ↑↑：5～９ポイント 上昇、↑↑↑：10ポイント以上 上昇 8



○輸送コストの高騰に対応するため、原油価格上昇分を考慮した燃料サーチャージを導入
し、契約額に加算して支払い。
○労務費の値上げに対応する予算を措置し、適正な転嫁を行う環境を整備。

○取引先との交渉内容を記録し、上長が必ず確認することをルール化。また、そのデータを社内で
一元管理し、交渉の進捗状況や結果を見える化。

発注者側からの価格交渉の働きかけ

原材料費のみならず、エネルギーコスト・労務費の価格転嫁

○調達本部の社員が取引先を訪問し、能動的な交渉を実施。
○「原材料」や「電力」、「労務費」や「運送費」などの費目を明示した価格交渉用の
フォーマットを提示し、取引先に呼びかけ。

社内体制の整備

経営トップによる発信

○適正な価格転嫁が行われるよう、会社を挙げて対応する方針を経営トップが社内・取引
先に発信。

価格転嫁のための親事業者側の取組事例
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60% 70% 80% 90%

食品製造業

繊維工業

建材・住宅設備業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷業

化学産業

金属

機械製造業

電機・情報通信機器製造業

自動車・自動車部品製造業

輸送用機械器具製造業（造船、航空機、その他）

建設業

情報サービス・ソフトウェア業

運輸業

卸・小売

サービス

約束手形について
⚫ 令和6年を目途として、現金化までの期間が60日を超える約束手形を、下請法上の「割引困難な手形」に

該当するおそれがあるものとして、公取委・中企庁による指導の対象とすることを前提に、下請法の運用の見直

しを検討中。

⚫ （現状）

– 代金支払いの中に、一部でも、手形等が含まれる企業の割合は約31％。

– 現金化までの期間が60日超の手形を使用する発注事業者の割合は、業種ごとにばらつき。

⚫ 下請事業者に資金繰りの負担を寄せないよう、現金化までの期間を短縮する、又は代金は現金払い化すると

いった支払い条件改善に、サプライチェーン全体で取り組むことが必要。

69%

8%

6%

5%

6%
6%

全て現金払い（0％）

10％未満

10～30％未満

30～50％未満

50％以上

全て手形等の支払い

＜取引条件改善状況調査・自主行動計画ＦＵ調査合計値（令和５年度）＞

手形等での支払い
約31％

【業種別】現金化までの期間が60日を超える手形を
使用する発注事業者の割合

支払方法（受注側）
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課題 現状 対処方針

論点①：
型の所有、取引条件

取引条件に対する指示が口頭等で曖昧 各項目に係る取引条件の明確化と書面化の徹底

論点②：
型代金・型相当費の

支払い

量産開始まで型代金・型相当費
が支払われず、支払も24回分割払で

資金繰りが苦しい

型の製造も委託する契約形態では、完成品の引き渡
し時点で一括払い、資金繰りに課題のある発注側企業に
は更なる前倒し

論点③：

型の廃棄・保管

廃棄の取り決めが不明確で、廃棄

の判断がされない。保管メンテナンス等の費

用は受注側負担

型の製造も委託する契約形態では、発注側が、廃棄の
取り決めを定め、取り決めに基づき廃棄。保管料は発
注側負担。

論点④：
廃棄年数・保管費用項
目等の実効的目安

産業実態に則した具体性のある目安の策
定(自動車、産業機械、電機・電子・情報
産業)

型の廃棄・返却の目安
• 量産期から補給期への移行の明確化
• 廃棄・保管に関する定期的な協議・連絡
• 廃棄を前提に協議する型の経過年数の明確化
（自動車：量産終了後15年、産業機械：量産終了後10-15
年、電機・電子：最終生産後3年）
型保管費用項目の目安
• 土地建物費等項目を明確化

論点⑤：
型の技術・ノウハウ

発注側企業から、一方的に型、図面データ
等の提供を要請され、第三者に譲渡等

• 秘密保持契約を含めた取決めの書面化（意図せざる図面
やデータの流出防止）

• 型の製作技術・ノウハウに対する対価の支払い

「型取引の適正化推進協議会」報告書（ポイント）

※型の所有実態、型に対する制限、要請等の内容を踏まえて、取引を３類型に整理
取引類型A：型についても取引（請負等）を行う場合
取引類型B：取引の対象は部品であるものの、型についても部品に付随する取引として型相当費の支払いや製作・保管の指示等を行う場合
取引類型C：その他
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下請法の執行事例（金型の無償保管）

◼  令和５年１１月、親事業者が所有する金型を下請事業者に無償で保管させていた行為及
び無償で棚卸し作業を行わせた行為について、下請法に違反するとして勧告

サンケン電気株式会社に対する勧告（概要）

令和５年以降、金型等の無償保管要請を行った事業者に対し勧告を行っていることを踏まえ、引き続き、
この問題に厳正に対処していくとともに、改めて業界団体への周知等を通じた啓発活動を行っていくこと
としている。 12

公正取引委員会資料



令和4年度

概ね出来た（81～100%） 45%

一部出来た（41～80%） 19%

あまり出来なかった（1～40%） 22%

出来なかった（0%） 14%

令和4年度

概ね出来た（81～100%） 33%

一部出来た（41～80%） 18%

あまり出来なかった（1～40%） 22%

出来なかった（0%） 28%

型の保管費用に関する支払い ＜取引条件改善状況調査結果抜粋＞

⚫ 型管理における適正化や改善への取組に関して、量産終了後の型の保管費用の適正化や改善が【出

来た】と回答した割合は、発注側で64％、受注側で50％となった。

⚫ 保管費用の改善が「出来なかった」と回答した割合は、発注側で14％、受注側で28％。

◆量産終了後の型の保管費用の支払い（【出来た（「概ね出来た」と「一部出来た」の合計）】割合を集計） 

※量産終了後の型の保管費用の支払いについて「概ね出来た（81～100%）」「一部出来た（41～80%）」「あまり出来なかった（1～40%）」「出来なかった（0%）」「該当なし」
の選択肢を設置。  「該当なし」 を除いて再集計している。

※令和2年度、令和3年度においては同様の設問はなかったため、令和4年度の結果のみを掲載。

　  

令和4年度

■ 発注側 64%

■ 受注側 50%

受発注間の差 14pt

64%

50%

１．発注側

２．受注側

発注側 受注側
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